
給与勧告の実施状況
令和５年は、月例給及び特別給ともに、２年連続のプラス改定となりました。

（注） 期末・勤勉手当の年間支給月数は勧告後の支給月数を、また、較差月数について、据置きの年は民間支給割合との差を、

その他の年は引上げ又は引下げ勧告の月数を表す。

平成25年 据置き△87円 （△0.02％） 据置き （0.01月）             －

平成26年 1,785円 （0.45％） 4.10月 （0.15月） 8.5万円

平成27年 798円 （0.20％） 4.20月 （0.10月） 5.2万円

平成28年 1,362円 （0.35％） 4.30月 （0.10月） 5.9万円

平成29年 882円 （0.22％） 4.40月 （0.10月） 5.2万円

平成30年 据置き△64円 （△0.02％） 4.45月 （0.05月） 2.0万円

令和元年 据置き83円 （0.02％） 4.50月 （0.05月） 2.0万円

令和２年 据置き△103円 （△0.03％） 4.45月 （△0.05月） △2.0万円

令和３年 据置き△82円 （△0.02％） 4.30月 （△0.15月） △5.9万円

令和４年 911円 （0.23％） 4.40月 （0.10月） 5.4万円

令和５年 3,684円 （0.92％） 4.50月 （0.10月） 9.8万円

　平均年間給与額の
増減

給　与　月　額
期末手当・勤勉手当

年間支給月数（較差月数）


